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１．序論 

山地河川の低水流出を的確に把握することは、かつては都市化に伴い急増する水需要に対する水資源確保のため

に必要であり、今日では、地球温暖化による水資源への影響評価とその適応策検討１）のために必要である。また、

昨今の電力供給不足から、山間部の河川流出を利用した小水力発電への関心も高まっており、低水流出量の把握は

重要である。本研究は、山地流域における低水流出の貯留関数式の定数について検討するものである。安藤ら２）が

提案し Fujimura et al.３）により改良された水循環モデルの精度向上のため、貯留関数式の２つの定数を変化させ

て水循環解析を繰り返し、流出の計算値と実測値の相対誤差を小さくする定数を総当たりで探索し、そして最適定

数の特性について考察することを目的とする。 

２．低水流出の貯留関数式 

流域の基底流出の非線形性を解明することは、水文研究の主要課題の一つとして古くから多くの研究が行われき

ている。その中で、流域貯留量と基底流出の関係が貯留関数式として表さ

れている。高橋ら４）は、実用的な観点から、被圧地下水流出と不圧地下水

流出について次式の貯留関数式を示している。 

 被圧地下水流出 Qg = a・Sg ……（１） 

 不圧地下水流出 Qg = b２・Sg２ ……（２） 

ここに、a：指数減水定数、b：分数減水定数、Qg：地下水流出量、Sg：地

下水貯留量。 

また、Ding５）は低水流出量 Qと流域貯留量 sの関係を一般化した指数関数

式として次式で表している。 

  Q = cＮ・sＮ  ……（３） 

ここに、c：流出係数、N：指数（形状係数）。 

本研究では、（２）式と（３）式及びこれまでの研究経緯２）、４）から、流出

係数 cを減水定数 Au と表記し、地下水流出量と地下水貯留量の関係を次の

貯留関数式で表すこととする。 

  Qg = AuＮ・SgＮ  ……（４） 

３．水循環モデルの概要 

本研究で用いる水循環モデルは、安藤ら２）が構築し、Fujimura et al.３）

が改良したモデルであり、その概念図を図 1に示す。基本的にタンク貯留

型の構造であり、それぞれの流出口に各々の関数を与えている。モデル構

造は、Diskin-Nazimov の雨水浸透モデル、貯留関数法による洪水流出計算、

タンク流出計算による不飽和帯水分保留量と地下水涵

養量の算定、貯留関数式による地下水流出計算から構成

される。 

４．対象流域 

早明浦ダムは、四国地方の安定的な水利用を目的の一

つとして 1975 年に建設された。そして、1978 年に建設

された高知分水や下流の池田ダムとの連携操作により

四国４県の利水強化が図られている。流域面積は 472km
２であり、これは汗見取水堰から発電用水の導水を受け

る流域面積 55km２を含んでいる。また、瀬戸川取水堰か

らの取水量は瀬戸川導水路、地蔵寺川導水路を通して鏡

ダム流域に流域変更されている（図 2）。水文資料は、

ダム流入量、流域内 7地点の雨量データ、AMeDAS 本山地点
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図 1 水循環モデルの概念図 

図 2 早明浦ダム流域の概要図 
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の平均気温を用い、可照時間は国立天文台天文情報センター暦

計算室 Web サイトにダム地点の緯度経度を入力し求めた。 

５．水循環解析と最適定数の探索 

（１）水循環解析と水収支 

対象期間は 1991 年 1月 1日から 2010 年 12月 31日までの 20

年間である。降水量、浸透能、地表浸透量、有効降雨の算定は

500m メッシュで行っている。各メッシュの降水量の推定は、距

離逆数重み付き法を用いている。水循環解析の結果から年平均

水収支量を図 3に示す。年平均降水量は 3,091mm、これに対し

て実測の年平均総流出量は 2,078mm である。地下水流出量の計

算値は 2,134mm と算出されたが、実測総流出量を上回るため、

有効降雨算定に基づく直接流出量 555mm と Hamon 式による蒸発

散量 425mm を確定値と見なし、計算総流出量が実測総流出量

2,078mm に近似する様に地下水流出の損失係数を 0.29 と決定し

た。その結果、計算値の総流出量は 2,070mm、地下水流出量は

1,515mm、地下水流出損失量は 619mm となった。このことから、

地下水流出の約3割が流域外に消失していることが示唆される。 

（２）最適定数の関数 

水循環解析の誤差評価を当初 Nash-Sutcliffe 係数で行っていたが、係

数 0.8 以上の高い精度を示しながらも、低水流出部分の再現性は良好では

なかった。そこで、日流出量 10mm/day 以下のデータに対して次式の相対

誤差式で評価することとした。 

 ADRE = 100・｛Σ（｜Qc-Qo｜／Qo）｝／n ……（５） 

ここに、ADRE：日流出量相対誤差の平均値、Qc：流出量計算値、Qo：流出

量実測値、n：評価日数合計。 

低水流出の貯留関数式（４）式の減水定数 Au と指数 Nの最適値の探索は、

表 1に示す２段階の方式で行った。計算１で広範囲の探索を行い、その後、

探索範囲を狭めた計算２を行った。計算２の結果では、ADRE の最小値は

33.86%、最大値は 131.78%であり、計算結果全ての ADRE を可視化すると図 

4の様なコンターが示された。再現性が比較的良い 40%以下の部分は紫色で

やや左下側に分布している。さらに最適定数の特性を明確にするため、

ADRE が 33%以上 36%未満の定数を抽出し、図 5に示す両対数グラフにプロ

ットし、近似曲線で表した。その結果、最適定数を表す近似曲線は指数関

数式として明確に示すことができた。 

６．結論 

早明浦ダム流域を対象として、低水流出の貯留関数式の２つの定数、減

水定数Auと指数 Nの最適値の探索のため、水循環解析を繰り返し行った。

その結果、最適な減水定数 Au と指数 N の関係は指数関数式として表すこ

とができた。これは貯留関数式の最適定数の決定に寄与できるものと考え

ている。本研究は、１つの山地河川流域のみの検討であるので、地質や気

候の異なる他の山地流域においても検証する必要があると考えている。 
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図 3 早明浦ダム流域の水収支 

表 1 最適定数の探索計算 

 定数 探索範囲 ｽﾃｯﾌﾟ 計算数 

計算１
減水定数 Au 0.002～0.050 0.002 25

1,975
指数 N 1.0～40.0 0.5 79

計算２
減水定数 Au 0.0001～0.0100 0.0001 100

7,900
指数 N 1.0～40.0 0.5 79

図 4 可視化した相対誤差 

図 5 最適定数の関数 
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